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（百万円未満切捨て） 
１．20年6月中間期の連結業績（平成19年7月1日～平成19年12月31日） 

(1)連結経営成績                               （％表示は対前年中間期増減率） 

売 上 高      営業利益  経常利益  中間（当期）純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 
 19年12月中間期 
 18年12月中間期 

23,948   13.1 
   21,180    0.4 

△529      － 
78  △51.9 

△246      － 
236  △25.7 

△159     － 
134    － 

19年6月期 44,822  4.7 630 △24.1 1,072 △ 3.1 524  21.2 
 

  １株当たり中間 

  （当期）純利益 

 潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        

  円 銭   円 銭 
 19年12月中間期 
 18年12月中間期 

 

△6 60 
5  55 

－ 
－ 

19年6月期 21 72 － 

(参考) 持分法投資損益   19年12月中間期  83百万円  18年12月中間期  116百万円   19年6月期  203百万円 
 

(2)連結財政状態 

総 資 産      純 資 産  自己資本比率  １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
 19年12月中間期 
 18年12月中間期 

 

39,752 
38,524 

23,593 
23,590 

58.6 
60.6 

965 47 
965  52 

19年6月期   38,987 24,013 60.8 981 59 
(参考) 自己資本   19年12月中間期 23,306百万円 18年12月中間期 23,327百万円  19年6月期  23,714百万円 
 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円  百万円  百万円  百万円  
 19年12月中間期 
 18年12月中間期 

1,023 
1,734 

△191 
△204 

△430 
△421 

3,407 
4,564 

19年6月期 1,057 △906 △600 3,006 

 
２．配当の状況 

1株当たり配当金 

（基準日）  中間期末  期末  年間 

   円 銭    円 銭    円 銭 
19年6月期 
20年6月期 (実績) 
20年6月期（予想） 

   － 
   － 
      － 

  10 00 
    － 
    － 

 10 00 
   － 
   － 

 
３．20年6月期の連結業績予想（平成19年7月1日～平成20年6月30日） 

（％表示は対前期増減率） 
 

  売上高   営業利益   経常利益   当期純利益 
 1株当たり 
 当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円 銭 

  通    期 49,700  10.9 △104 － 285 △73.4 176 △66.5 7  29 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   無 
 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更  無 
(注)詳細は、17ページ「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む）19年12月中間期 24,200千株 18年12月中間期 24,200千株 19年6月期 24,200千株 
②期末自己株式数    19年12月中間期  60,067株 18年12月中間期  39,225株 19年6月期  40,626株 
 (注) 1株当たり中間(当期)純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、29ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 
    
(参考)個別業績の概要 
 
１.19年12月中間期の個別業績(平成19年7月1日～平成19年12月31日) 
(1)個別経営成績   
                                        （％表示は対前年中間期増減率） 

売 上 高      営業利益   経常利益  中間（当期）純利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
 19年12月中間期 
 18年12月中間期 

23,081     14.2 
20,204   1.6 

△396       － 
△50       － 

△311        － 
  48     20.2 

△222     － 
7      － 

19年6月期 43,024      6.2  506    22.6 686     20.1 287      145.9 
 

  １株当たり中間 

  （当期）純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

円  銭 円  銭 
 19年12月中間期 
 18年12月中間期 

      △9   23 
 0   32     

－ 
－ 

19年6月期 11  92  － 
 
(2)個別財政状態 

総 資 産      純 資 産       自己資本比率  １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭 

 19年12月中間期 
 18年12月中間期 

33,880 
32,798 

20,874 
21,069 

61.6 
64.2 

864  65 
872  00 

19年6月期            33,281            21,346                   64.1        883 49 

(参考) 自己資本   19年12月中間期 20,874百万円  18年12月中間期 21,030百万円  19年6月期 21,346百万円 
  
２．20年6月期の個別業績予想（平成19年7月1日～平成20年6月30日） 

（％表示は対前期増減率） 
 

売上高  営業利益  経常利益  当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％  円 銭 

  通    期 48,200  12.0     156  △69.2  285  △58.5    112 △61.1  4 64 

 
 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含

んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は５ページをご参照ください。 
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１１１１．．．．経営成績経営成績経営成績経営成績    

（１）経営成績に関する分析 

① 業績全般の概況 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、引き続き好調が続く企業業績を背景とした設備投資

の増加や雇用情勢の改善が進み、景気は緩やかな回復基調で推移してまいりました。しかし、一方

で、米国のサブプライムローン問題、原油価格の高騰など先行きが懸念される状況です。また、景

気回復の個人消費への波及は当面は難しい状況にあります。 

 飼料・畜産業界においても、原油価格高騰の影響による米国バイオエタノール需要を背景として、

配合飼料主原料のとうもろこし価格が高騰し、加えて新興国の経済拡大などによる海上運賃の上昇

により輸入原料価格の上昇が続いております。一方、為替動向は、期初１２０円台でありましたが、

米国のサブプライムローン問題への懸念が強まり１１０円レベルまで円高ドル安が進んでおります。

当中間期においては、原料価格の上昇を受けて 7 月に値上げを行いました。しかしながら、１０月

には原料価格は上昇しておりましたが、酪農畜産生産者の負担軽減のため若干の値下げを行いまし

た。 

これらの結果、売上高は２３９億４８百万円（前年同期比１１３．１％）となりました。しかし、

原料コスト・エネルギーコストの大幅な上昇と配合飼料価格安定基金積み増しによる負担増、肉牛

事業における素牛価格高騰の影響などを受け、営業損失は５億２９百万円、経常損失は２億４６百

万円となり、中間純損失として１億５９百万円を計上しました。 

なお、１２月１１日付で親会社の雪印乳業株式会社が当社を完全子会社化とすることを目標とし

て当社株式の公開買付を発表したことを受け、当社も賛同表明を行ないました。 

 

② セグメント別の概況 

（飼料事業） 

飼料事業は、主力とする乳牛用配合飼料においては、近年の生乳需要の減退から原料乳の計画生

産が継続されるなど、需要面において非常に厳しい環境が続きました。また、コスト面においても

主原料であるとうもろこしのバイオエタノール原料への需要など穀物価格は高値で相場が推移しま

した。こうした中、積極的な営業活動を展開し販路拡大を図ってまいりましたが、需要の減退を補

うまでには至らず、単体飼料を含む飼料事業全体では前年比９５．８％の販売数量となりました。 

この結果、飼料事業の売上高は、販売数量は前年割れでしたが配合飼料価格の値上げの影響を受

け１８９億７百万円（前年同期比１１８．１％）と増収となりました。営業利益は、原料価格の高

騰とそれに伴う配合飼料価格安定基金積立金の増加により、４億４６百万円（前年同期比７７．０％）

となりました。 

 

（種苗事業） 

牧草飼料種子は、北海道では、主力のチモシー「ホライズン」（早生）・「ホクエイ」（中生）・「シ

リウス」（晩生）に加え、アルファルファ「ケレス」、シロクローバ「リベンデル」（小葉型）・「ルナ

メイ」（大葉型）等の自社品種のラインアップの強化と市場投入により草地用牧草種子が好調に推移

しました。 

府県では、猛暑が長引いた事も影響し秋播き牧草種子の販売の遅れが懸念されましたが、イタリ

アンライグラス「タチマサリ」、「タチムシャ」、「マンモスＢ」等の自社品種やライムギ「春一番」、
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エンバク「スーパーハヤテ」、「ヘイオーツ」等の麦類自社品種を拡売しました。 

植生用種子は、府県でのオーバーシード用が他社との価格競合により前年を下回りました。 

園芸種苗は、気象要因による枝豆種子生産の遅れから出荷時期がずれ込みました。また、青果市

況低迷から生産意欲の減少により葉根菜の販売が低調となりました。 

農業用資材は、今後の値上りを踏まえた生産者の酪農資材、肥料の前倒し購入により前年を上回

りました。 

微生物資材は、自給飼料増産の見直しからサイレージ用乳酸菌の販売が好調となり、また馬用サ

プリメントＢＦＭＰの販売推進により前年を上回りましたが、植物活力資材は畑作、野菜生産者の

生産費抑制から販売が低下しました。 

この結果、種苗事業の売上高は３３億４０百万円（前年同期比１０５．２％）となりましたが、

８億６０百万円（前年同期６０百万円減）の営業損失となりました。 

 

（肉牛事業） 

肉牛事業は、「安全・安心・安定供給」を基本に、銘柄「ロイヤルファーム牛」を「産地直結」や

「地産地消」の推進によって付加価値販売に努めました。しかし、枝肉相場の低迷に加え、肥育素

牛の導入コストや配合飼料価格の大幅値上げにより原価が大幅に上昇し厳しい状況となりました。 

この結果、肉牛事業の売上高は、１１億９７百万円（前年同期比９８．２％）となり、営業利益

は、前年同期に比べ２億４７百万円減少し、１億９８百万円の営業損失となりました。 

 

（その他の事業） 

環境緑化事業は、北海道におきましては洞爺湖サミット会場の緑化改修工事の受注など積極的な

営業活動が功を奏しました。一方、首都圏におきましては、受注競争が激しいことから苦戦を強い

られ、パークゴルフ場の造成工事の遅れなどもあり売上高が減少しました。 

しかしながら、東京都の校庭芝生化に「スノーエコターフ」を用いる提案と施工に高い評価を得

たことで今後に期待しております。 

その結果、景気回復の地域間格差の影響もあり、売上高は５億２百万円（前年同期比６４．１％）

となりました。営業利益では、前年同期に比べ３５百万円減少し、３１百万円の営業損失となりま

した。 
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（研究開発の状況） 

研究開発の状況につきましては、飼料事業分野では、代用乳･人工乳をはじめとする哺育･育成期

用の飼料製品開発を進めるとともに、肉牛用配合飼料において製品の改善と飼養体系の確立をめざ

して、試験牛群や試験施設の整備を含めて進めております。また、食品副産物を活用したウェット

飼料では新たな素材を用いた低コスト製品「エコレージ」を発売し、酪農･畜産生産者の低コスト経

営へ向けた貢献をはかっております。 

種苗分野では、トウモロコシで北海道など寒高冷地向けのニューデント７５日とスノーデント１

１０が北海道優良品種候補に認定され、西南暖地主体の二期作用ではワラビー萎縮症に強い「ニュー

デント夏空Ｗ」を平成２０年春より販売開始の予定です。また、社団法人畜産技術協会が実施する

「民間活力による畜産生産技術研究開発推進事業」に「ｂｍｒ遺伝子を利用した高消化性ソルガム、

スーダングラスの開発と利用方法の確立」課題が採択され、この事業の活用によってソルガム品種

開発の促進と効率化をはかっていく予定です。野菜種子では、エダマメ新系統の｢恋姫｣、｢月夜音｣、

｢雪音｣の現地評価が良好で今後の普及に期待しております。花卉種苗では、シクラメンのラフィン

シリーズやグロリアシリーズで新たな商品を開発し、シリーズの強化をはかっております。植物活

力資材関連では、植物の生育や発根を促進する機能性液肥「闘根２４２」を平成２０年１月から発

売の予定です。 

緑化分野では、文部科学省からの受託課題「外来植物の蔓延防止」関連試験を継続して行ってお

ります。 

 

③通期の見通し 

今後の景気見通しにつきましては、わが国経済は、景気回復基調で推移していくものと見込まれ

ますが、一方で、サブプライムローン問題で揺れる米国経済、高騰が進む原油価格、住宅着工の落

ち込みなど景気の下ぶれ懸念材料があることから予断を許さない側面もあります。当社を取り巻く

事業環境は、飼料原料価格の高騰やエネルギーコストの上昇など、厳しい状況が続くものと予想さ

れます。 

このような状況において、当社は親会社である雪印乳業株式会社とのシナジー発揮により、事業

基盤である酪農生産者との相互協力関係を強化して酪農振興に寄与し、収益力の確保と企業価値の

向上に取り組んでまいります。 

通期の連結業績の見通しは、売上高４９７億円（前期比１１０．９％）、営業損失１億４百万円（前

期７億３４百万減）、経常利益２億８５百万円（前期比２６．６％）、当期純利益１億７６百万円（前

期比３３．５％）を見込んでおります。 

なお、当社グループの業績には、牧草・飼料作物等の種子販売が春先に集中するため、下期のウ

エイトが大きくなるといった季節的な変動要素があります。 
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（２）財政状態に関する分析 

当中間期における連結ベースの現金および現金同等物の期末残高は３４億７百万円となり前年同

期と比べ１１億５６百万円減少しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは１０億２３百万円となりました。これは主に、配合飼料原

料の価格高騰による仕入債務、棚卸資産などの増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは１億９１百万円の支出となりました。これは、主に有価証

券の償還がありましたが、有形固定資産の取得と投資有価証券の取得などによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済による支出１億７８百万円と配当金の支

払額２億４１百万円などにより、４億３０百万円の支出となりました。 

 

当企業集団のキャッシュ・フロー指標は下記のとおりであります。 

 平成17年 

12月期 

平成18年 

6月期 

平成18年 

12月期 

平成19年 

6月期 

平成19年 

中間期 

自己資本比率（％） 60.1 63.6 60.6 60.8 58.6 

時価ベースの株主資本比率（％） 35.4 34.7 29.0 29.9 33.3 

債務償還年数（年）  2.0  3.1  2.4  3.8  3.8 

インタレスト・カバレッジ・レ

シオ 
89.1 27.2 64.0 20.0 38.4 

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、中間(期末)株価終値×中間(期末)発行済株式数（自己株式控除後）により算出してお

ります。 

※営業キャッシュ・フローは中間(期末)連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は、中間(期末)連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子

を支払っているすべての負債を対象としております。 

また、利払いについては、中間(期末)連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、平成１９年１２月１１日に「雪印乳業株式会社による公開買付に関する意見表明のお知ら

せ」において賛同表明を行い、この公開買付により雪印乳業株式会社の完全子会社となり上場を廃止

する可能性があることも表明しております。さらに、同日の「平成２０年６月期配当予想の修正に関

するお知らせ」により平成１９年１２月３１日を基準日とする中間配当を行わない旨および平成２０

年６月３０日を基準日とする期末配当を定時株主総会に上程しない旨を発表しております。 

 

（４）事業等のリスク 

当社および当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼ

す可能性があると考えられる主な事項を記載しています。当社は、これらのリスク発生の可能性を認

識した上で、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存です。なお、文中における将来に関

する事項は、中間決算短信提出日（平成２０年２月２２日）現在において当社グループが判断したも

のです。 

 

① 原料価格の変動について 

当社グループの主たる事業である飼料事業においては、配合飼料の主要原料を主に北米大陸から

の輸入に依存しております。これらの購入価格は、国際穀物相場、為替レート、海上運賃等の市況

により変動しますが、予想を越える大幅な変動が生じた場合、当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性があります。 

 

② 配合飼料価格の変動について 

配合飼料は原料価格の変動要因を抱えているため、この変動相当額を四半期ごとに製品価格に反

映させる慣行があります。しかし、市場競争が厳しい中では、原料価格の変動相当額を必ずしも製

品価格に転嫁しきれないことがあり、このような場合には当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 

③ 配合飼料価格安定基金負担金について 

配合飼料の製品価格は変動することが多いため、酪農・畜産生産者の経営への影響を緩和する目

的で配合飼料価格安定基金制度を設けています。この制度は、酪農・畜産生産者と配合飼料メーカー

が基金負担金を拠出し、配合飼料価格が上昇した際に酪農・畜産生産者に補てん金が支給されるも

のです。負担金は基金の財源状況により変動しますが、補てんが多額となり基金が枯渇する状態に

なれば、配合飼料メーカーによる基金への拠出金が増加し、当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

 

④ 為替レートの変動について 

当社が販売する種子や飼料原料の多くは海外生産であるため、為替レートの変動は仕入れ価格に

大きな影響を及ぼす可能性があります。当社としては、為替予約により変動リスクの回避に最大限

の努力をしておりますが、急激な為替変動があった場合は当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 
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⑤ 肉牛事業と米国産牛肉の輸入制限撤廃について 

当社グループの有限会社ロイヤルファームが行っている肉牛事業は、輸入牛肉と競合するホルス

タイン去勢牛を主力とするため、輸入制限撤廃による影響が予想されます。米国産牛肉の輸入条件

である「生後２０カ月以下」という月齢制限が撤廃され、輸入量が増加して枝肉相場が大幅に低下

した場合は、当社グループの業績に大きな影響を及ぼす可能性があります。また、枝肉相場の下落

による畜産農家等の経営悪化などにより、債権回収や債務保証に関する問題が発生する可能性があ

ります。 

 

⑥ 法的規制について 

ＢＳＥや輸入農産物の残留農薬問題から、「食の安全・安心」に関する社会の関心が高まり、平成

１８年５月２９日から食品の安全性を確保するために「ポジィティブリスト制度」が施行されまし

た。また、当社の事業グループにおいては飼料安全法、種苗法、農薬取締法、家畜伝染病予防法な

どの法規制を受けております。安全・安心への万全の配慮をし、事業に取り組んでおりますが、こ

れらへの対応をしていく中で、追加的生産コストの発生が予想されるほか、万が一、法令違反など

を起こした場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

２２２２．．．．企業集団企業集団企業集団企業集団のののの状況状況状況状況    

最近の有価証券報告書（平成１９年９月２８日提出）における「事業の内容」及び「関係会社の状

況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

 

３３３３．．．．経営方針経営方針経営方針経営方針    

平成１９年６月期決算短信（平成１９年８月１７日開示）における（１）会社の経営の基本方針か

ら（４）会社の対処すべき課題までの各項目の内容から、重要な変更がないため開示を省略しており

ます。 

当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 

（当社ホームページ） 

http://www.snowseed.co.jp/index.html 

 

（東京証券取引所ホームページ(上場会社情報検索ページ)） 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

 

（札幌証券取引所ホームページ） 

http://www.sse.or.jp/tekizi/tekizi.html 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

①①①①    【【【【中間中間中間中間連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表連結貸借対照表】】】】    
 

  
前中間連結会計期間末 

(平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   3,460,251   3,303,030   2,901,855  

２ 受取手形及び売掛金 ※3  9,135,686   10,348,600   10,321,524  

３ 有価証券   1,103,917   104,542   604,324  

４ 棚卸資産   5,292,600   5,967,533   5,926,965  

５ 金銭の信託   1,500,000   1,200,590   1,200,000  

６ その他   580,623   1,756,774   1,487,543  

７ 貸倒引当金   △24,349   △41,131   △32,094  

流動資産合計   21,048,729 54.6  22,639,941 57.0  22,410,118 57.5 

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※1          

１ 建物 ※4 4,062,604   4,022,203   3,949,802   

２ 構築物 ※4 517,368   510,462   491,165   

３ 機械及び装置 ※4 3,552,622   3,183,229   3,408,543   

４ 車輌運搬具  1,545   3,207   1,402   

５ 工具器具備品  508,030   471,268   476,942   

６ 土地  3,688,793   3,688,793   3,688,793   

７ 建設仮勘定  19,740 12,350,704  356,632 12,235,796  682 12,017,332  

(2) 無形固定資産   83,507   241,522   170,786  

(3) 投資その他の資産           

１ 投資有価証券  1,234,749   712,984   532,859   

２ 関係会社株式  2,767,670   2,913,264   2,854,440   

３ 繰延税金資産  491,197   540,597   479,970   

４ その他  715,552   623,034   654,906   

５ 貸倒引当金  △167,842 5,041,329  △155,031 4,634,849  △132,861 4,389,316  

固定資産合計  17,475,540 45.4 17,112,168 43.0 16,577,435 42.5 

資産合計  38,524,270 100.0 39,752,110 100.0 38,987,554 100.0 
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前中間連結会計期間末 

(平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金 ※3  6,233,810   7,062,562   6,250,358  

２ 短期借入金 ※4  1,571,400   1,571,400   1,571,400  

３ 未払金   1,468,879   1,366,540   1,630,216  

４ 未払消費税等   145,595   154,815   78,555  

５ 未払法人税等   88,945   39,865   271,182  

６ 賞与引当金   173,843   172,494   170,779  

７ 固定資産取得支払 
  手形 

※3  66,490   89,272   36,361  

８ その他   251,403   1,088,881   241,467  

流動負債合計   10,000,367 26.0  11,545,832 29.0  10,250,320 26.3 

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※4  2,642,600   2,286,200   2,464,400  

２ 退職給付引当金   2,163,866   2,177,757   2,112,434  

３ 役員退職給与引当金   119,255   141,826   139,618  

４ その他   7,401   7,401   7,401  

固定負債合計   4,933,123 12.8  4,613,185 11.6  4,723,853 12.1 

負債合計   14,933,490 38.8  16,159,017 40.6  14,974,173 38.4 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   4,643,347   4,643,347   4,643,347  

２ 資本剰余金   4,714,263   4,714,511   4,714,509  

３ 利益剰余金   13,947,125   13,936,643   14,337,735  

４ 自己株式   △16,561   △27,648   △17,442  

株主資本合計   23,288,174 60.4  23,266,854 58.6  23,678,149 60.7 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  34,624   21,509   33,355  

２ 繰延ヘッジ損益   4,892   17,929   3,079  

評価・換算差額等合計   39,517 0.1  39,439 0.1  36,434 0.1 

Ⅲ 少数株主持分   263,088 0.7  286,799 0.7  298,795 0.8 

純資産合計   23,590,780 61.2  23,593,092 59.4  24,013,380 61.6 

負債純資産合計   38,524,270 100.0  39,752,110 100.0  38,987,554 100.0 
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②②②②    【【【【中間連結損益計算書中間連結損益計算書中間連結損益計算書中間連結損益計算書】】】】    
 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   21,180,073 100.0  23,948,187 100.0  44,822,778 100.0 

Ⅱ 売上原価   16,150,311 76.3  19,183,390 80.1  34,269,836 76.5 

売上総利益   5,029,762 23.7  4,764,797 19.9  10,552,941 23.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１ 販売費 ※１ 3,861,787   4,185,925   7,969,592   

２ 一般管理費 ※１ 1,089,304 4,951,092 23.4 1,108,349 5,294,274 22.1 1,953,279 9,922,872 22.1 

営業利益   78,669 0.3  △529,477 △2.2  630,069 1.4 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息及び配当金  19,450   20,288   44,479   

２ 持分法による 
  投資利益 

 116,273   83,259   203,050   

３ 受託研究費  41,510   28,894   44,657   

４ その他  40,896 218,130 1.0 214,014 346,457 1.5 254,282 546,468 1.2 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  26,282   26,662   52,428   

２ 棚卸資産廃棄損  33,678   7,186   38,262   

３ その他  57 60,019 0.3 30,025 63,874 0.3 13,621 104,312 0.2 

経常利益   236,780 1.0  △246,894 △1.0  1,072,225 2.4 

Ⅵ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※2 4,457   33,524   22,569   

２ 棚卸資産処分損  －   －   154,819   

３ 持分変動損益  6,986 11,444  － 33,524 0.1 6,986 184,375 0.4 

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

  225,336 1.0  △280,419 △1.1  887,850 2.0 

法人税、住民税 
及び事業税 

 82,841   23,600   326,896   

法人税等調整額  △21,767 61,073 0.3 △133,113 △109,512 △0.5 △29,676 297,219 0.7 

少数株主利益   30,101 0.1  11,426 0.0  65,808 0.2 

中間(当期)純利益   134,161 0.6  △159,480 △0.6  524,822 1.1 
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④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成 18 年 7月 1日 至 平成 18 年 12 月 31 日) 

（単位：千円） 

株     主     資     本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自己株式 株主資本合計 

平 成 1 8 年 ６ 月 3 0 日 残 高 4,643,347 4,714,263 14,054,546 △16,259 23,395,896 

中間連結会計期間中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △241,632  △241,632 

中 間 純 利 益   134,161  134,161 

自 己 株 式 の 取 得    △690 △690 

自 己 株 式 の 処 分   50 389 440 

株主資本以外の項目の中間
連 結 会 計 期 間 中 の 変 動
額 （純額 ） 

     

中間連結会計期間中の変動額
合計 

― ― △107,420 △301 △107,721 

平 成 1 8 年 1 2 月 3 1 日 残高 4,643,347 4,714,263 13,947,125 △16,561 23,288,174 

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等 
合 計 

少数株主持分 純 資 産 合 計 

平 成 1 8 年 ６ 月 3 0 日 残 高 38,202 4,037 42,239 227,060 23,665,196 

中間連結会計期間中の変動額      

剰 余 金 の 配 当     △241,632 

中 間 純 利 益     134,161 

自 己 株 式 の 取 得     △690 

自 己 株 式 の 処 分     440 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
中間連結会計期間中の変動
額 （純額 ） 

△3,578 855 △2,722 36,028 33,305 

中間連結会計期間中の変動額
合計 

△3,578 855 △2,722 36,028 △74,416 

平 成 1 8 年 1 2 月 3 1 日 残高 34,624 4,892 39,517 263,088 23,590,780 
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当中間連結会計期間(自 平成 19 年 7月 1日 至 平成 19 年 12 月 31 日) 

（単位：千円） 

株     主     資     本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自己株式 株主資本合計 

平 成 1 9 年 ６ 月 3 0 日 残 高 4,643,347 4,714,509 14,337,735 △17,442 23,678,149 

中間連結会計期間中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △241,611  △241,611 

中 間 純 利 益   △159,480  △159,480 

自 己 株 式 の 取 得    △10,872 △10,872 

自 己 株 式 の 処 分  2  666 669 

株主資本以外の項目の中間
連 結 会 計 期 間 中 の 変 動
額 （純額 ） 

     

中間連結会計期間中の変動額
合計 

― 2 △401,092 △10,205 △411,295 

平 成 1 9 年 1 2 月 3 1 日 残高 4,643,347 4,714,511 13,936,643 △27,648 23,266,854 

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等 
合 計 

少数株主持分 純 資 産 合 計 

平 成 1 9 年 ６ 月 3 0 日 残 高 33,355 3,079 36,434 298,795 24,013,380 

中間連結会計期間中の変動額      

剰 余 金 の 配 当     △241,611 

中 間 純 利 益     △159,480 

自 己 株 式 の 取 得     △10,872 

自 己 株 式 の 処 分     669 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
中間連結会計期間中の変動
額 （純額 ） 

△11,845 14,850 3,004 △11,996 △8,992 

中間連結会計期間中の変動額
合計 

△11,845 14,850 3,004 △11,996 △420,287 

平 成 1 9 年 1 2 月 3 1 日 残高 21,509 17,929 39,439 286,799 23,593,092 
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前連結会計年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

（単位：千円） 

株     主     資     本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自己株式 株主資本合計 

平 成 1 8 年 ６ 月 3 0 日 残 高 4,643,347 4,714,263 14,054,546 △16,259 23,395,896 

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △241,632  △241,632 

当 期 純 利 益   524,822  524,822 

自 己 株 式 の 取 得    △1,182 △1,182 

自 己 株 式 の 処 分  246   246 

株主資本以外の項目の連
結 会 計 年 度 中 の 変 動
額 （ 純額 ） 

     

連結会計年度中の変動額合計 ― 246 283,189 △1,182 282,253 

平 成 1 9 年 ６ 月 3 0 日 残 高 4,643,347 4,714,509 14,337,735 △17,442 23,678,149 

 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等 
合 計 

少数株主持分 純 資 産 合 計 

平 成 1 8 年 ６ 月 3 0 日 残 高 38,202 4,037 42,239 227,060 23,665,196 

連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当     △241,632 

当 期 純 利 益     524,822 

自 己 株 式 の 取 得     △1,182 

自 己 株 式 の 処 分     246 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動
額 （ 純額 ） 

△4,847 △957 △5,804 71,735 65,930 

連結会計年度中の変動額合計 △4,847 △957 △5,804 71,735 348,183 

平 成 1 9 年 ６ 月 3 0 日 残 高 33,355 3,079 36,434 298,795 24,013,380 
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⑤⑤⑤⑤    【【【【中間連結中間連結中間連結中間連結キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー計算書計算書計算書計算書】】】】    

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

    

税金等調整前中間(当期) 
純利益又は中間純損失（△）

 225,336 △280,419 887,850 

減価償却費  517,816 539,824 1,059,785 

貸倒引当金の増加額 
(△減少額) 

 △3,423 31,207 △30,659 

賞与引当金の増加額 
(△減少額) 

 1,045 1,715 △2,019 

退職給付引当金の増加額  65,278 65,323 13,846 

役員退職給与引当金の 
増加額(△減少額) 

 △15,234 2,208 5,128 

受取利息及び受取配当金  △19,450 △20,288 △44,479 

支払利息  26,282 26,662 52,428 

持分法による投資利益  △116,273 △83,259 △203,050 

固定資産除却売却損  2,216 28,524 14,215 

売上債権の増加額  △475,103 △25,894 △1,661,232 

棚卸資産の増加額  509 △40,567 △633,856 

仕入債務の増加額  1,895,698 812,204 1,912,245 

未払消費税等の増加額 
 

 46,494 76,260 45,653 

その他  △240,440 163,651 35,610 

小計  1,910,751 1,297,151 1,481,466 

利息及び配当金の受取額  11,210 24,775 42,687 

利息の支払額  △27,090 △26,690 △52,942 

法人税等の支払額  △160,351 △271,403 △413,494 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,734,519 1,023,833 1,057,717 
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前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

    

有価証券の償還による収入  － 500,000 － 

貸付による支出  － － △1,042,935 

貸付金回収による収入  17,955 21,555 74,887 

有形固定資産の取得 
による支出 

 △213,206 △418,829 △331,485 

無形固定資産の取得 
による支出 

 △4,611 △94,580 △103,502 

投資有価証券の取得 
による支出 

 △4,360 △200,000 △4,560 

投資有価証券の売却 
による収入 

 － － 200,000 

金銭の信託の償還 
による収入 

 － － 301,069 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △204,223 △191,854 △906,525 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

    

長期借入金の返済による
支出 

 △178,200 △178,200 △356,400 

自己株式の取得による 
支出 

 △690 △11,036 △3,119 

自己株式の売却による 
収入 

 440 833 2,182 

配当金の支払額  △241,632 △241,611 △241,632 

少数株主に対する配当金
の支払額 

 △1,560 △570 △1,560 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △421,643 △430,585 △600,528 

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増加額（△減少額） 

 1,108,652 401,393 △449,336 

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 3,455,516 3,006,179 3,455,516 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,564,169 3,407,573 3,006,179 

 



- 17 - 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ２社 

   連結子会社の名称 

    道東飼料㈱ 

    ㈲ロイヤルファーム 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ２社 

   連結子会社の名称 

    同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  ２社 

   連結子会社の名称 

    同左 

(2) 主要な非連結子会社 

    那須TMR㈱ 

    雪印種苗アメリカ㈱ 

    ㈱グリーンプランナー 

連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社３社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、中間純利益

及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間連

結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためであり

ます。 

(2) 主要な非連結子会社 

     

同左 

 

連結の範囲から除いた理由 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 主要な非連結子会社 

     

同左 

 

   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社３社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純利益

及び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

 ２社 

会社等の名称 

    ㈱アミノアップ化学 

     (中間決算日 11月30日) 

    北海道農材工業㈱ 

     (中間決算日 ９月30日) 

   上記２社については、中間決算

日が異なるため、当該会社の中

間会計期間に係る中間財務諸

表を使用しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

２社 

会社等の名称 

    同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 

 ２社 

会社等の名称 

    ㈱アミノアップ化学 

     (決算日 ５月31日) 

    北海道農材工業㈱ 

     (決算日 ３月31日) 

   上記２社については、決算日が

異なるため、当該会社の決算日

現在の決算財務諸表を使用して

おります。 

 (2) 持分法を適用していない非連

結子会社(那須TMR㈱、雪印種苗

アメリカ㈱、㈱グリーンプラン

ナー)及び関連会社(みちのく

飼料㈱)は、それぞれ、中間純

損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持

分法の適用から除外しており

ます。 

(2)  同左 (2) 持分法を適用していない非連結

子会社(那須TMR㈱、雪印種苗ア

メリカ㈱、㈱グリーンプラン

ナー)及び関連会社(みちのく飼

料㈱、石巻飼料㈱)は、それぞれ、

連結損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しており

ます。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致しております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する

事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 

至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年７月１日 

至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年７月１日 

至 平成19年６月30日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法 

  ①有価証券 

  ａ 満期保有目的の債券 

    …償却原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および

評価方法 

  ①有価証券 

  ａ 満期保有目的の債券 

    …同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準および評

価方法 

  ①有価証券 

  ａ 満期保有目的の債券 

    …同左 

  ｂ その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定しております。) 

  ｂ その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …同左 

  ｂ その他有価証券 

    時価のあるもの 

    …決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております。) 

    時価のないもの 

    …移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

    …同左 

    時価のないもの 

    …同左 

  ②棚卸資産 

  ａ 商品及び製品 

    種苗及び微生物資材 

    …上期・下期毎の総平均法

による原価法 

    飼料 

    …月別移動平均法による原

価法 

  ②棚卸資産 

  ａ 商品及び製品 

    種苗及び微生物資材 

    …同左 

 

    飼料 

    …同左    

  ②棚卸資産 

  ａ 商品及び製品 

    種苗及び微生物資材 

    …同左 

 

    飼料 

    …同左 

  ｂ 原材料・仕掛品及び貯蔵品 

    種苗及び微生物資材 

    …上期・下期毎の総平均法

による原価法 

    飼料 

    …月別移動平均法による原

価法 

    造園資材、研究用動物、 

    肉用牛 

    …個別法による原価法 

  ｃ 未成工事支出金 

    …個別法による原価法 

  ｂ 原材料・仕掛品及び貯蔵品 

    種苗及び微生物資材 

    …同左 

 

    飼料 

    …同左 

 

    造園資材、研究用動物、 

    肉用牛 

    …同左 

  ｃ 未成工事支出金 

    …同左 

  ｂ 原材料・仕掛品及び貯蔵品 

    種苗及び微生物資材 

    …同左 

 

    飼料 

    …同左 

 

    造園資材、研究用動物、 

    肉用牛 

    …同左 

  ｃ 未成工事支出金 

    …同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産…定率法 

    但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法によっております。 

    また、道東飼料㈱の機械及

び装置については定額法に

よっております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    建物      ２～47年 

    機械及び装置  ２～17年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ①有形固定資産…定率法 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ①有形固定資産…定率法 

    同左 

           （会計方針の変更） 

 平成19年4月1日以降取得した有形

固定資産の償却方法については、平成

19年度税制改正により導入された新

たな定額法及び定率法に変更してお

ります。なお、この変更による営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純

利益に与える影響は軽微であります。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産…定額法 

    なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間から、平成19年3月31日

以前に取得した資産については、償

却可能限度額まで償却が終了した

翌年から5年間で均等償却する方法

によっております。 

これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

 

②無形固定資産…定額法 

    同左 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産…定額法 

    同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ①貸倒引当金 

    同左 

  ②賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞与

の支出に備えて、支給見込額

のうち当中間期負担額を計

上しております。 

  ②賞与引当金 

    同左 

  ②賞与引当金 

    従業員に対して支給する賞

与の支出に備えて、支給見

込額のうち当期負担額を計

上しております。 

  ③退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発

生していると認められる額

を計上しております。 

    数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により按分した

額をそれぞれ発生した連結

会計年度より費用処理する

こととしております。 

  ③退職給付引当金 

    同左 

  ③退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生した連

結会計年度より費用処理す

ることとしております。 
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前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

  ④役員退職給与引当金 

    役員の退職金の支出に備える

ため、内規に基づく額を計上

しております。 

  ④役員退職給与引当金 

    同左    

  ④役員退職給与引当金 

    同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    為替予約…振当処理によって

おります。なお、外貨建予定

取引については繰延処理を

行っております。 

 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    為替予約…同左 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    為替予約…同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…為替予約取引 

    ヘッジ対象…外貨建金銭債権

債務 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…同左 

    ヘッジ対象…同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段…同左 

    ヘッジ対象…同左 

  ③ヘッジ方針 

主として社内規定に基づき、

原料輸入に係る為替変動リ

スクをヘッジしております。 

  ③ヘッジ方針 

    同左 

  ③ヘッジ方針 

    同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

    為替予約取引とヘッジ対象と

の通貨単位、取引金額及び決

済期日との同一性について、

社内管理資料に基づき有効

性評価を行っております。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

    同左 

(6)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

  ①消費税等に関する事項 

    消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によってお

ります。 

 (6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等に関する事項 

                同左    

 (6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等に関する事項 

                同左 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない

取得日から３か月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっ

ております。 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

    同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資から

なっております。 
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注記事項 

((((中間中間中間中間連結貸借対照表関係連結貸借対照表関係連結貸借対照表関係連結貸借対照表関係))))    
 

前中間連結会計期間末 
(平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年12月31日) 

前連結会計年度末 
(平成19年６月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

   14,293,372千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

        15,146,734千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

         14,678,415千円 

２ 偶発債務 

(1) 兼松㈱他との飼料原料の先

物買受契約2,007,801千円 

（2）北海道農材工業株式会社の銀

行借入に対する287,000千円

の債務保証、岩廣牧場の銀行

借入に対する49,990千円の債

務保証を行っております。 

※３ 中間期末日満期手形 

   当中間期末日は、金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。中間期末残高から除かれてい

る中間期末日満期手形は、次のと

おりであります。 

受取手形 103,365千円

支払手形 68,854千円

固定資産 
取得支払手形 

17,713千円

※４ 担保に供されている資産 

（1）担保提供資産 

建物 819,351千円 

構築物 222,245千円 

機械及び装置 2,081,150千円 

   計 3,122,747千円 

上記につき工場財団抵当を設定してお

ります。 

（2）担保提供資産に対応する債務 
１年以内返済予定長期借入金 300,400千円

長期借入金 2,338,600千円

   計 2,639,000千円 

 ２ 偶発債務 

(1) 兼松㈱他との飼料原料の先

物買受契約2,798,476千円 

（2）北海道農材工業株式会社の銀

行借入に対する239,168千円

の債務保証、岩廣牧場の銀行

借入に対する42,475千円の

債務保証を行っております。 

※３ 中間期末日満期手形 

   当中間期末日は、金融機関の休

日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しておりま

す。中間期末残高から除かれてい

る中間期末日満期手形は、次のと

おりであります。 

受取手形 108,903千円

支払手形 73,038千円

固定資産 
取得支払手形 

7,857千円

※４ 担保に供されている資産 

（1）担保提供資産 

建物 917,859千円 

構築物 208,252千円 

機械及び装置 1,825,731千円 

   計 2,951,843千円 

上記につき工場財団抵当を設定してお

ります。 

（2）担保提供資産に対応する債務 

１年以内返済予定長期借入金 356,400千円

長期借入金 2,286,200千円

   計 2,642,600千円 

 ２ 偶発債務 

(1) 兼松㈱他との飼料原料の先

物買受契約2,483,500千円 

（2）北海道農材工業株式会社の

銀行借入に対する263,084千

円の債務保証、岩廣牧場の銀

行借入に対する47,485千円

の債務保証を行っておりま

す。 

※３ 期末日満期手形     

 当連結会計年度末日は、金融機

関の休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理して

おります。 

 

受取手形 67,566千円

支払手形 85,626千円

固定資産 
取得支払手形 

30,320千円

※４ 担保に供されている資産 

（1）担保提供資産 

建物 933,078千円 

構築物 215,248千円 

機械及び装置 1,947,666千円 

   計 3,095,993千円 

上記につき工場財団抵当を設定してお

ります。 

（2）担保提供資産に対応する債務 
１年以内返済予定長期借入金 300,400千円

長期借入金 2,188,400千円

   計 2,488,800千円 
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((((中間中間中間中間連結損益計算書関係連結損益計算書関係連結損益計算書関係連結損益計算書関係))))    
 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な

費目及び金額は下記のとおりで

あります。 

 (1) 販売費 

給料手当 951,076千円 

(うち従業員 
賞与 

232,896千円)

(うち賞与引 
当金繰入額 

105,877千円を含む)

退職給付費用 64,615千円 

運送費 1,116,932千円 

広告宣伝費 107,295千円 

販売手数料 723,391千円 

配合飼料価格 
安定基金負担 
金 

14,893千円 

減価償却費 117,578千円 

貸倒引当金 
繰入額 

88千円 

 

 (2) 一般管理費 

役員報酬 76,267千円 

給料手当 444,552千円 

 

 

(うち従業員 
賞与 

73,099千円)

(うち賞与引 
当金繰入額 

57,028千円を含む)

役員退職給与 
引当金繰入額 

19,271千円 

退職給付費用 27,287千円 

減価償却費 59,942千円 

 

※２ 固定資産除却損の内訳は、下記の

とおりであります。 

構築物 48千円 

機械及び装置 2,325千円 

工具器具備品 2,083千円 

計 4,457千円 

  
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な

費目及び金額は下記のとおりで

あります。 

 (1) 販売費 

給料手当 968,040千円 

(うち従業員 
賞与 

117,523千円) 

(うち賞与引 
当金繰入額 

102,577千円を含む) 

退職給付費用 60,264千円 

運送費 1,101,678千円 

広告宣伝費 17,371千円 

販売手数料 941,495千円 

配合飼料価格 
安定基金負担 
金 

41,017千円 

減価償却費 117,731千円 

貸倒引当金 
繰越入額 

12,176千円 

 

 (2) 一般管理費 

役員報酬 78,790千円 

給料手当 510,600千円 

  

  

(うち従業員 
賞与 

61,163千円) 

(うち賞与引 
当金繰入額 

48,378千円を含む) 

役員退職給与 
引当金繰入額 

19,466千円 

退職給付費用 27,787千円 

減価償却費 81,487千円  

 

※２ 固定資産除却損の内訳は、下記の

とおりであります。 

建物 31,767千円 

機械及び装置 1,472千円 

工具器具備品 284千円 

計        33,524千円 

  
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な

費目及び金額は下記のとおりで

あります。 

 (1) 販売費 

給料手当 1,862,845千円

(うち従業員 
賞与 

432,602千円) 

(うち賞与引 
当金繰入額 

105,039千円を含む) 

退職給付費用 126,121千円 

運送費 2,197,208千円 

広告宣伝費 193,811千円 

販売手数料 1,492,095千円 

配合飼料価格 
安定基金負担 
金 

243,222千円 

減価償却費 240,177千円 

貸倒引当金 
繰入額 

15,829千円 

 

 (2) 一般管理費 

役員報酬 150,435千円 

給料手当 875,114千円 

役員賞与引当  

繰入額 30,000千円 

(うち従業員 
賞与 

193,518千円) 

(うち賞与引 
当金繰入額 

44,473千円を含む) 

役員退職給与 
引当金繰入額 

39,634千円 

退職給付費用 54,089千円 

減価償却費 125,801千円 

 

※２ 固定資産除却損の内訳は、下記の

とおりであります。 

構築物 1,178千円

機械及び装置 12,130千円

工具器具備品 9,260千円

計 22,569千円
 

 
 

    

 



- 23 - 

((((中間連結株主資本変動計算書関係中間連結株主資本変動計算書関係中間連結株主資本変動計算書関係中間連結株主資本変動計算書関係))))    
    

前中間連結会計期間（自 平成 18 年７月１日 至 平成 18 年 12 月 31 日） 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度増加

株式数 

当連結会計年度減少

株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 24,200,000 － － 24,200,000 

自己株式     

普通株式 38,555 1,599 929 39,225 

（注）自己株式の増加株式数は単元未満株式の買取による取得、減少株式数は単元未満株式の買増し請求による売却で

あります。 

 

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3. 配当に関する事項 

(1)配当金支払 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年 9月 27日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 241,632 10.00 平成18年 6月 30日 平成 18 年 9月 28 日 

 
 
当中間連結会計期間（自 平成 19 年７月１日 至 平成 19 年 12 月 31 日） 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度増加

株式数 

当連結会計年度減少

株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 24,200,000 － － 24,200,000 

自己株式     

普通株式 40,626 20,993 1,552 60,067 

（注）自己株式の増加株式数は単元未満株式の買取による取得、減少株式数は単元未満株式の買増し請求による売却で

あります。 

 

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3. 配当に関する事項 

(1)配当金支払 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年 9月 27日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 241,611 10.00 平成19年 6月 30日 平成 19 年 9月 28 日 
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前連結会計年度（自 平成 18 年７月１日 至 平成 19 年６月 30 日） 

1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前連結会計年度末 

株式数 

当連結会計年度増加

株式数 

当連結会計年度減少

株式数 

当連結会計年度末 

株式数 

発行済株式     

普通株式 24,200,000 － － 24,200,000 

自己株式     

普通株式 38,555 6,652 4,581 40,626 

（注）自己株式の増加株式数は単元未満株式の買取による取得です。 

 

2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3. 配当に関する事項 

(1)配当金支払 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年 9月 27日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 241,632 10.00 平成 18 年 6 月 30 日 平成 18 年 9月 28 日 

 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年 9月 27日 

定 時 株 主 総 会 
普通株式 利益剰余金 241,611 10.00 平成 19年 6月 30日 平成 19年 9月 28日

    

    

    ((((中間連結中間連結中間連結中間連結キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー計算書関係計算書関係計算書関係計算書関係))))    

    

前中間連結会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年12月31日) 

現金及び預金勘定 3,460,251千円 

有価証券勘定 1,103,917千円 

  計  4,564,169千円 

現金及び 
現金同等物 

4,564,169千円 

 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成19年12月31日) 

現金及び預金勘定 3,303,030千円 

有価証券勘定 104,542千円 

  計  3,407,573千円 

現金及び 
現金同等物 

3,407,573千円 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成19年６月30日) 

現金及び預金勘定 2,901,855千円

有価証券勘定 604,324千円

  計 3,506,179千円

ＭＭＦを除く 
有価証券 

500,000千円

現金及び 
現金同等物 

3,006,179千円

 
 

 

 

 

 



- 25 - 

 

((((有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係))))    

前中間連結会計期間末(平成18年12月31日) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

区分 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

地方債 
社債 

399,880 
700,000 

395,645 
657,520 

△4,234 
△42,480 

計 1,099,880 1,053,165 △46,714 

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

株式 17,216 75,310 58,094 

計 17,216 76,310 58,094 

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について減損処理は行っておりません。なお、

株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全

て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について

減損処理を行うことにしております。 

 

(3) 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 
 非上場株式 

ＭＭＦ 

 
59,559 

1,103,917 

 

当中間連結会計期間末(平成 19 年 12 月 31 日) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

区分 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
時価(千円) 差額(千円) 

地方債 
社債 

299,920 
300,000 

299,150 
259,380 

△769 
△40,620 

計 599,920 558,530 △41,389 

 

 (2) その他有価証券で時価のあるもの 

区分 取得原価(千円) 
中間連結貸借対照表 

計上額(千円) 
差額(千円) 

株式 17,216 53,305 36,089 

計 17,216 53,305 36,089 

 

(3) 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

その他有価証券 
 非上場株式 

ＭＭＦ 

 
59,759 

104,542 
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前連結会計年度末(自 平成18年7月1日 至 平成19年６月30日) 

 (1)満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

区分 
連結決算日における 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

連結決算日 
における時価 

（千円） 

差額 
（千円） 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

899,920 840,341 △59,578 

合計 899,920 840,341 △59,578 

 

(2) その他有価証券で時価のあるもの 

区分 
取得原価 
（千円） 

連結決算日における 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

   

 株式 17,216 73,180 55,964 

合計 17,216 73,180 55,964 

 

(3) 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年６月30日) 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

 非上場株式（店頭売買株式を除く） 59,759 

 ＭＭＦ 104,324 

 

((((デリバティブデリバティブデリバティブデリバティブ取引関係取引関係取引関係取引関係))))    

前中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日)、当中間連結会計期間(自 

平成19年７月１日 至 平成19年12月31日)及び前連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平

成19年６月30日) 

当社グループの行っているデリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため、該当

事項はありません。 
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((((セグメントセグメントセグメントセグメント情報情報情報情報))))    

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日) 

  

  
飼料事業 

(千円) 

種苗事業 

(千円) 

肉牛事業 

(千円) 

その他の 

事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 

全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

売上高及び営業損益           

 売上高               

 (1) 外部顧客に対する売上高 16,003,341 3,174,081 1,218,949 783,700 21,180,073 ― 21,180,073 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
458,935 ― ― ― 458,935 (458,935) ― 

計 16,462,277 3,174,081 1,218,949 783,700 21,639,009 (458,935) 21,180,073 

  営業費用 15,882,634 3,199,398 1,170,014 779,928 21,031,975 69,428 21,101,404 

  営業利益又は営業損失(△) 579,643 △25,316 48,935 3,771 607,034 (528,364) 78,669 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・商品等 

(1) 飼料事業………………牛用飼料及びその他飼料 

(2) 種苗事業………………牧草・飼料作物種子、緑肥用種子、緑化植生種子、野菜種子、農業資材 

(3) 肉牛事業………………肉用牛 

(4) その他の事業…………造園工事 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(553,233千円)の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 

 

当中間連結会計期間(自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日) 
 

 
飼料事業 
(千円) 

種苗事業 
(千円) 

肉牛事業 
(千円) 

その他の 
事業 

(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高及び営業損益    

 売上高        

 (1) 外部顧客に対する売上高 18,907,851 3,340,489 1,197,548 502,299 23,948,187 ― 23,948,187 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

563,219 ― ― ― 563,219 （563,219） ― 

計 19,471,070 3,340,489 1,197,548 502,299 24,511,407 （563,219）23,948,187 

  営業費用 19,024,738 3,426,525 1,396,392 533,859 24,381,515 96,149 24,477,665 

  営業利益 446,331 △86,035 △198,844 △31,560 129,891 （659,368） △529,477 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・商品等 

(1) 飼料事業………………牛用飼料及びその他飼料 

(2) 種苗事業………………牧草・飼料作物種子、緑肥用種子、緑化植生種子、野菜種子、農業資材 

(3) 肉牛事業………………肉用牛 

(4) その他の事業…………造園工事 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(671,383千円)の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 
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前連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

 

 
飼料事業 
(千円) 

種苗事業 
(千円) 

肉牛事業 
(千円) 

その他の 
事業 

(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高及び営業損益    

 売上高        

 (1) 外部顧客に対する売上高 33,697,374 7,402,307 2,356,051 1,367,045 44,822,778 ― 44,822,778 

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

987,187 ― ― ― 987,187 (987,187) ― 

計 34,684,562 7,402,307 2,356,051 1,367,045 45,809,966 (987,187) 44,822,778 

  営業費用 33,221,753 7,076,269 2,414,236 1,402,175 44,114,435 78,273 44,192,708 

  営業利益 1,462,809 326,037 △58,185 △35,130 1,695,530 (1,065,460) 630,069 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・商品等 

(1) 飼料事業………………牛用飼料及びその他飼料 

(2) 種苗事業………………牧草・飼料作物種子、緑肥用種子、緑化植生種子、野菜種子、農業資材 

(3) 肉牛事業………………肉用牛 

(4) その他の事業…………造園工事 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(1,141,572千円)の主なものは、親会社本

社の総務部門等管理部門にかかる費用であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年７月１日 至 平成19年12月31日)及び前連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６

月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、記載を省略

しております。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日)、当中間連結会計期間(自 平成

19年７月１日 至 平成19年12月31日)及び前連結会計年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６

月30日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 
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((((１１１１株当株当株当株当たりたりたりたり情報情報情報情報))))    
 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

１株当たり純資産額 965.52円 965.47円 981.59円 

１株当たり中間(当期)純利益 5.55円 △6.60円 21.72円 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、

潜在株式がないため記載

しておりません。 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、

潜在株式がないため記載

しておりません。 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益について

は、潜在株式がないため

記載しておりません。 

 

 

(注) 1 １株当たり純資産額の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

純資産の部合計額 (千円) 23,590,780 23,593,092 24,013,380 

純資産の部の合計額から 
控除する金額 

(千円) 263,088 286,799 298,795 

（うち少数株主持分） (千円) (263,088) (286,799) (298,795) 

普通株式に係る中間期末 
(期末)の純資産額 

(千円) 23,327,691 23,306,293 23,714,584 

1株当たり純資産額の算定に用い

られた中間期末(期末)普通株式の
数 

(株) 24,160,775 24,139,933 24,159,374 

 

(注) 2 １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

中間連結損益計算書上の中間 
(当期)純利益 

(千円) 134,161 △159,480 524,822 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益 

(千円) 134,161 △159,480 524,822 

普通株主に帰属しない金額 (千円) － － － 

(うち利益処分による役員賞与金) (千円) (－) (－) (－)  

普通株式の期中平均株式数 (株) 24,160,516 24,156,805 24,160,350 

 

【その他】 

 

該当事項はありません。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％) 

飼料事業 12,467,306 132.6 

合計 12,467,306 132.6 

(注) １ 金額は製造原価によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注実績 

当社グループは、一部特殊需要向けを除き、受注生産は行っておりません。 

 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業のセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％) 

飼料事業 18,907,851 118.1 

種苗事業 3,340,489 105.2 

肉牛事業 1,197,548 98.2 

その他の事業 502,299 64.1 

合計 23,948,187 113.1 

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手別の販売実績については、いずれの当該販売実績も、総販売実績に対する割合が100分の10に満た

ないため、記載しておりません。 
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２ 【中間財務諸表等】 

 【中間財務諸表】 

①①①①    【【【【中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表】】】】    
 

  
前中間会計期間末 

(平成18年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成19年12月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   3,360,383   3,263,128   2,837,363  

２ 受取手形 ※3  1,018,388   953,165   985,314  

３ 売掛金   8,462,817   9,831,137   9,699,033  

４ 有価証券   1,103,917   104,542   604,324  

５ 棚卸資産   3,337,103   4,039,386   3,911,541  

６ 金銭の信託   1,500,000   1,200,590   1,200,000  

７ その他   522,143   1,658,662   1,412,908  

８ 貸倒引当金   △24,866   △41,983   △32,882  

流動資産合計   19,279,887 58.8  21,008,629 62.0  20,617,603 61.9 

Ⅱ 固定資産           

(1) 有形固定資産 ※1          

１ 建物  3,114,086   3,104,344   3,016,724   

２ 機械及び装置  1,470,778   1,363,733   1,460,877   

３ 土地  3,688,793   3,688,793   3,688,793   

４ 建設仮勘定  19,740   682   682   

５ その他  785,802 9,079,200  764,266 8,921,819  739,315 8,906,393  

(2) 無形固定資産   71,739   233,541   163,473  

(3) 投資その他の資産           

１ 投資有価証券  1,230,389   708,624   528,499   

２ 関係会社株式  769,218   769,218   769,218   

３ 繰延税金資産  485,402   535,590   474,732   

４ 関係会社 
長期貸付金 

 1,761,942   1,617,055   1,700,010   

５ その他  277,131   229,500   243,417   

６ 貸倒引当金  △155,998 4,368,085  △143,635 3,716,352  △121,872 3,594,005  

固定資産合計   13,519,025 41.2  12,871,714 38.0  12,663,872 38.1 

資産合計   32,798,913 100.0  33,880,343 100.0  33,281,475 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成18年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成19年12月31日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※3  562,223   407,895   660,340  

２ 買掛金   5,636,914   6,629,399   5,549,437  

３ 短期借入金   1,215,000   1,215,000   1,215,000  

４ 未払金   1,357,408   1,311,527   1,533,042  

５ 未払消費税等 ※4  138,162   147,159   69,956  

６ 未払法人税等   63,678   29,695   207,043  

７ 賞与引当金   171,743   169,994   168,079  

８ 未払費用   124,463   133,188   47,727  

９ 固定資産取得 
  支払手形 

※3  66,490   89,272   36,361  

10 その他   102,495   545,971   188,872  

流動負債合計   9,438,580 28.8  10,679,105 31.5  9,675,860 29.1 

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金   2,163,866   2,177,757   2,112,434  

２ 役員退職給与引当金   119,255   141,826   139,618  

３ 長期預り金   7,401   7,401   7,401  

固定負債合計   2,290,523 7.0  2,326,985 6.9  2,259,453 6.8 

負債合計   11,729,103 35.8  13,006,090 38.4  11,935,313 35.9 

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   4,643,347 14.1  4,643,347 13.7  4,643,347 13.9 

２ 資本剰余金           

(1)資本準備金  4,714,263   4,714,263   4,714,263   

(2)その他資本剰余金 
 

 －   248   246   

 資本剰余金合計   4,714,263 14.4  4,714,511 13.9  4,714,509 14.1 

３ 利益剰余金           

(1)利益準備金  383,100   383,100   383,100   

(2)その他利益剰余金           

 資産圧縮積立金  840,983   796,320   818,782   

 別途積立金  10,000,000   10,000,000   10,000,000   

 繰越利益剰余金  464,297   324,477   766,561   

 利益剰余金合計   11,688,381 35.6  11,503,898 33.9  11,968,443 36.0 

４ 自己株式   △15,698   △26,942   △16,573  

株主資本合計   21,030,292 64.1  20,834,813 61.5  21,309,727 64.0 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券

評価差額金 
  34,624 0.1  21,509 0.1  33,355 0.1 

２ 繰延ヘッジ損益   4,892 0.0  17,929 0.0  3,079 0.0 

評価・換算差額等合計   39,517 0.1  39,439 0.1  36,434 0.1 

純資産合計   21,069,809 64.2  20,874,253 61.6  21,346,162 64.1 

負債純資産合計   32,798,913 100.0  33,880,343 100.0  33,281,475 100.0 
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②②②②    【【【【中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書】】】】    
 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   20,204,019 100.0  23,081,928 100.0  43,024,005 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1  15,458,597 76.5  18,336,314 79.4  32,885,659 76.4 

売上総利益   4,745,422 23.5  4,745,614 20.6  10,138,345 23.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  4,796,182 23.7  5,142,108 22.3  9,631,591 22.4 

営業利益   △50,760 △0.2  △396,493 △1.7  506,753 1.2 

Ⅳ 営業外収益 ※2  138,420 0.6  129,484 0.6  238,243 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※3  39,137 0.2  44,818 0.2  58,654 0.1 

経常利益   48,523 0.2  △311,827 △1.3  686,342 1.6 

Ⅵ 特別損失 ※4  3,220 0.0  33,492 0.1  172,812 0.4 

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失(△) 

  45,303 0.2  △345,320 △1.4  513,530 1.2 

法人税、住民税 
及び事業税 

 58,512   14,309   250,829   

法人税等調整額  △21,005 37,507 0.2 △136,695 △122,386 △0.5 △25,208 225,621 0.5 

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) 

  7,795 0.0  △222,933 △0.9  287,909 0.7 
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③③③③【【【【中間中間中間中間株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書】】】】    

前中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

(単位：千円) 

株     主     資     本 

資本剰余金 利  益  剰  余  金 

そ の 他 利 益 剰 余 金  
資本金 

資本準備金 
その他資本
剰 余 金 

資本剰余金
合   計 

利益 
準備金 資産圧縮 

積 立 金 
別途積立金 

繰越利益 
剰 余 金 

利益剰余金 
合   計 

平成 1 8年６月 3 0日残高 4,643,347 4,714,263 － 4,714,263 383,100 868,594 10,000,000 670,473 11,922,167 

事 業 年 度 中 の 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当        △241,632 △241,632 

役 員 賞 与 の 支 給          

資産圧縮積立金の取崩      △27,610  27,610 － 

当 期 純 利 益        7,795 7,795 

自 己 株 式 の 取 得          

自 己 株 式 の 処 分        50 50 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額） 
         

事業年度中の変動額合計 － － － － － △27,610 － △206,175 △233,786 

平成 1 8年 1 2月 3 1日残高 4,643,347 4,714,263 － 4,714,263 383,100 840,983 10,000,000 464,297 11,688,381 

 

 
 

株主資本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
自己株式 株主資本合計 

そ の 他 有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

繰 延 ヘ ッ ジ 
損 益 

評価・換算差額
等 合 計 

純 資 産 合 計 

平成 1 8年６月 3 0日残高 △15,253 21,264,523 38,202 4,037 42,239 21,306,763 

事 業 年 度 中 の 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当  △241,632    △241,632 

役 員 賞 与 の 支 給  －    － 

資産圧縮積立金の取崩  －    － 

当 期 純 利 益  7,795    7,795 

自 己 株 式 の 取 得 △835 △835    △835 

自 己 株 式 の 処 分 389 440    440 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額） 
  △3,578 855 △2,722 △2,722 

事業年度中の変動額合計 △445 △234,231 △3,578 855 △2,722 △236,954 

平成 1 8年 1 2月 3 1日残高 △15,698 21,030,292 34,624 4,892 39,517 21,069,809 
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当中間会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 

 (単位：千円) 

株     主     資     本 

資本剰余金 利  益  剰  余  金 

そ の 他 利 益 剰 余 金  
資本金 

資本準備金 
その他資本
剰 余 金 

資本剰余金
合   計 

利益 
準備金 資産圧縮 

積 立 金 
別途積立金 

繰越利益 
剰 余 金 

利益剰余金 
合   計 

平成 1 9年６月 3 0日残高 4,643,347 4,714,263 246 4,714,509 383,100 818,782 10,000,000 766,561 11,968,443 

事 業 年 度 中 の 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当        △241,611 △241,611 

資産圧縮積立金の取崩      △22,461  22,461  

当 期 純 利 益        △222,933 △222,933 

自 己 株 式 の 取 得          

自 己 株 式 の 処 分   2 2      

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額） 
         

事業年度中の変動額合計 － － 2 2 － △22,461  △442,084 △464,545 

平成 1 9年 1 2月 3 1日残高 4,643,347 4,714,263 248 4,714,511 383,100 796,320 10,000,000 324,477 11,503,898 

 

 
 

株主資本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
自己株式 株主資本合計 

そ の 他 有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

繰 延 ヘ ッ ジ 
損 益 

評価・換算差額
等 合 計 

純 資 産 合 計 

平成 1 9年６月 3 0日残高 △16,573 21,309,727 33,355 3,079 36,434 21,346,162 

事 業 年 度 中 の 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当  △241,611    △241,611 

資産圧縮積立金の取崩       

当 期 純 利 益  △222,933    △222,933 

自 己 株 式 の 取 得 △11,036 △11,036    △11,036 

自 己 株 式 の 処 分 666 669    669 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額） 
  △11,845 14,850 3,004 3,004 

事業年度中の変動額合計 △10,369 △474,913 △11,845 14,850 3,004 △471,909 

平成 1 9年 1 2月 3 1日残高 △26,942 20,834,813 21,509 17,929 39,439 20,874,253 
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前事業年度（自 平成 18 年７月１日 至 平成 19 年６月 30 日） 

(単位：千円) 

株     主     資     本 

資本剰余金 利  益  剰  余  金 

そ の 他 利 益 剰 余 金  
資本金 

資本準備金 
その他資本
剰 余 金 

資本剰余金
合   計 

利益 
準備金 資産圧縮 

積 立 金 
別途積立金 

繰越利益 
剰 余 金 

利益剰余金 
合   計 

平成 1 8年６月 3 0日残高 4,643,347 4,714,263 － 4,714,263 383,100 868,594 10,000,000 670,473 11,922,167 

事 業 年 度 中 の 変 動 額          

剰 余 金 の 配 当        △241,632 △241,632 

資産圧縮積立金の取崩      △49,812  49,812 － 

当 期 純 利 益        287,909 287,909 

自 己 株 式 の 取 得          

自 己 株 式 の 処 分   246 246      

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額） 
         

事業年度中の変動額合計 － － 246 246 － △49,812 － 96,088 46,276 

平成 1 9年６月 3 0日残高 4,643,347 4,714,263 246 4,714,509 383,100 818,782 10,000,000 766,561 11,968,443 

 

 
 

株主資本 評 価 ・ 換 算 差 額 等 

 
自己株式 株主資本合計 

そ の 他 有 価 証 券 
評 価 差 額 金 

繰 延 ヘ ッ ジ 
損 益 

評価・換算差額
等 合 計 

純 資 産 合 計 

平成 1 8年６月 3 0日残高 △15,253 21,264,523 38,202 4,037 42,239 21,306,763 

事 業 年 度 中 の 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当  △241,632    △241,632 

資産圧縮積立金の取崩  －    － 

当 期 純 利 益  287,909    287,909 

自 己 株 式 の 取 得 △3,256 △3,256    △3,256 

自 己 株 式 の 処 分 1,936 2,182    2,182 

株主資本以外の項目の事

業年度中の変動額（純額） 
  △4,847 △957 △5,804 △5,804 

事業年度中の変動額合計 △1,319 45,203 △4,847 △957 △5,804 39,398 

平成 1 9年６月 3 0日残高 △16,573 21,309,727 33,355 3,079 36,434 21,346,162 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

前中間会計期間 
(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①満期保有目的の債券 

償却原価法 

②子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定しております。) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

②子会社株式及び関連会社株式 

同左 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

 同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(1) 有価証券 

①満期保有目的の債券 

同左 

②子会社株式及び関連会社株式 

同左 

③その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法 

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定しております。) 

時価のないもの 

同左 

(2) 棚卸資産 

①商品及び製品 

種苗及び 

微生物資材 

 

… 

 

上期、下期毎

の総平均法に

よる原価法 

飼料 … 月別移動平均

法による原価

法 
 

(2) 棚卸資産 

①商品及び製品 

種苗及び 

微生物資材 

 

… 

 

同左 

 

 

飼料 

 

 

… 

 

 

同左 
 

(2) 棚卸資産 

①商品及び製品 

種苗及び 

微生物資材 

 

… 

 

同左 

 

 

飼料 

 

 

… 

 

 

同左 
 

②原材料・仕掛品及び貯蔵品 

微生物資材 … 上期、下期毎

の総平均法に

よる原価法 

飼料 … 月別移動平均

法による原価

法 

造園資材、 

研究用動物 

 

… 

 

個別法による

原価法 

その他 … 上期、下期毎

の総平均法に

よる原価法 
 

②原材料・仕掛品及び貯蔵品 

微生物資材 … 同左 

 

 

飼料 

 

 

… 

 

 

同左 

 

 

造園資材、 

研究用動物 

 

 

 

… 

 

 

 

同左 

 

その他 

 

… 

 

同左 
 

②原材料・仕掛品及び貯蔵品 

微生物資材 … 同左 

 

 

飼料 

 

 

… 

 

 

同左 

 

 

造園資材、 

研究用動物 

 

 

 

… 

 

 

 

同左 

 

その他 

 

… 

 

同左 
 

③未成工事 

支出金 

 

… 

 

個別法による

原価法 
 

③未成工事 

支出金 

 

… 

 

同左 
 

③未成工事 

支出金 

 

… 

 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

  但し、平成10年４月１日以後取得

した建物（建物附属設備を除く）

については定額法によっており

ます。 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

   建物       ２～47年 

   機械及び装置   ２～17年 

 

 

 

 

 

 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間から、平成19年3月31日以前

に取得した資産については、償却可

能限度額まで償却が終了した翌年

から5年間で均等償却する方法に

よって降ります。 

これによる損益に与える影響は

軽微であります。 

 

２ 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

 平成19年4月1日以降取得した有

形固定資産の償却方法については、

平成19年度税制改正により導入さ

れた新たな定額法及び定率法に変

更しております。なお、この変更に

よる営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益に与える影響は軽微で

あります。 

 

 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法に

よっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権について

は、貸倒実績率による計算額を、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に備えて支給見込額の当中

間期負担額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 

(2) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の

支出に備えて、支給見込額のうち

当期負担額を計上しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発

生していると認められる額を計上

しております。数理計算上の差異

については、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による

按分額をそれぞれ発生年度より費

用処理しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当期

末に発生していると認められる額

を計上しております。数理計算上

の差異については、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)

による按分額をそれぞれ発生年度

より費用処理しております。 

(4) 役員退職給与引当金 

 役員の退職金の支出に備えるた

め、内規に基づく額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

(4) 役員退職給与引当金 

同左 

 

 

４ リース取引の処理方法 

同左 

(4) 役員退職給与引当金 

同左 

 

 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約 … 振当処理によっ

ております。な

お、外貨建予定取

引については繰

延処理を行って

おります。 
 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約 … 同左 
 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

為替予約 … 同左 
 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 為替予約取引 

ヘッジ対象 … 外貨建金銭債

権債務 
 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 同左 

ヘッジ対象 … 同左 
 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 … 同左 

ヘッジ対象 … 同左 
 

 (3) ヘッジ方針 

   主として当社内部規程に基づ

き、原料輸入に係る為替変動リ

スクをヘッジしております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約取引とヘッジ対象取引

との通貨単位、取引金額及び決

済期日等の同一性について、社

内管理資料に基づき有効性評価

を行っております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 

６ その他の中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等に関する事項 

   消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。 

６ その他の中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  消費税等に関する事項 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等に関する事項 

   同左 
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注記事項 

((((中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係))))    

項目 
前中間会計期間末 
(平成18年12月31日) 

当中間会計期間末 
(平成19年12月31日) 

前事業年度末 
(平成19年６月30日) 

※１ 有形固定資産の 
減価償却累計額 

  
２ 偶発債務 
(1) 兼松㈱他との飼料原

料の先物買受契約 
 (2) 道東飼料㈱の銀行借

入に対する保証債務 
  北海道農材工業㈱の

銀行借入に対する保
証債務  
岩廣牧場の銀行借入
に対する保証債務 

(3) 道東飼料㈱に対する
関税・消費税納付保
証 

 
※３ 中間期末日(期末日)  

満期手形処理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※４ 消費税等の取扱い 
 

 
12,962,637千円 

 
 
 

2,007,801千円 
 

1,799,400千円 
 
 

287,000千円 
 

49,990千円 
 
 

28,545千円 
 

当中間期末日は、金融機関
の休日でしたが、満期日に
決済が行なわれたものとし
て処理しております。中間
期末残高から除かれている
中間期末日満期手形は次の
とおりであります。 
 

受取手形 103,365千円

支払手形 68,854千円

固定資産取得 
支払手形 17,713千円

 
仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ71,962
千円を未払消費税等として
表示しております。 

なお、このほかに輸入に係
る 消 費 税 等 の 延 納 分 が
66,199千円あります。 

 
13,492,353千円 

 
 
 

2,798,476千円 
 

1,585,560千円 
 
 

239,168千円 
 

42,475千円 
 
 

41,914千円 
 

当中間期末日は、金融機
関の休日でしたが、満期日
に決済が行なわれたものと
して処理しております。中
間期末残高から除かれてい
る中間期末日満期手形は次
のとおりであります。 

 

受取手形 108,903千円

支払手形 73,038千円

固定資産取得 
支払手形 7,857千円

 
仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ51,978
千円を未払消費税等として
表示しております。 

なお、このほかに輸入に係
る 消 費 税 等 の 延 納 分 が   
95,181千円あります。 

 
13,180,792千円 

 
 
 

2,,483,500千円 
 

1,692,480千円 
 
 

263,084千円 
 

47,485千円 
 
 

39,020千円 
 

当事業年度期末日は、金
融機関の休日でしたが、満
期日に決済が行なわれたも
のとして処理しておりま
す。期末残高から除かれて
いる期末日満期手形は次の
とおりであります。 

 

受取手形 67,566千円

支払手形 85,626千円

固定資産取得 
支払手形 30,320千円

 
仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ69,956
千円を未払消費税等として
表示しております。 
なお、このほかに輸入に係
る 消 費 税 等 の 延 納 分 が   
90,713千円あります。 
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((((中間中間中間中間損益計算書関係損益計算書関係損益計算書関係損益計算書関係))))    

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

※１ 減価償却実施額 
有形固定資産 
無形固定資産 

 
336,312千円 
5,844千円 

 
343,907千円 
20,731千円 

 
693,525千円 
12,721千円 

※２ 営業外収益項目のう
ち重要なもの 
受取利息 
受取配当金 
受託研究費 

 
 

28,172千円 
26,829千円 
41,510千円 

 
 

32,183千円 
25,827千円 
28,894千円 

 
 

36,585千円 
28,387千円 
44,657千円 

 
 

5,442千円 
33,678千円 

 
 

8,215千円 
7,936千円 

 
 

12,192千円 
－千円 

※３ 営業外費用項目のう
ち重要なもの 
支払利息 
棚卸資産廃棄損 

 
※４ 特別損失項目のうち

重要なもの 
固定資産除却損 

 

 
 

3,220千円 
 
 

 
 

33,492千円 
 
 

 
 

17,992千円 
 

 

 

（（（（株主資本等変動株主資本等変動株主資本等変動株主資本等変動計算書関係計算書関係計算書関係計算書関係））））    

前中間会計期間（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

普通株式 36,751 1,599 929 37,421 

（注）自己株式の増加株式数は単元未満株式の買取による取得で、減少株式数は単元未満株式の買増請求による処分で

あります。 

当中間会計期間（自 平成19年７月１日 至 平成19年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(株) 

当中間会計期間 

増加株式数(株) 

当中間会計期間 

減少株式数(株) 

当中間会計期間末 

株式数(株) 

普通株式 38,822 20,993 1,552 58,263 

（注）自己株式の増加株式数は単元未満株式の買取による取得で、減少株式数は単元未満株式の買増請求による処分で

あります。 

 

前事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数(株) 

当事業年度 

増加株式数(株) 

当事業年度 

減少株式数(株) 

当事業年度末 

株式数(株) 

普通株式 36,751 6,652 4,581 38,822 

（注）自己株式の増加株式数は単元未満株式の買取による取得で、減少株式数は単元未満株式の買増請求による処分で

あります。 

 

((((リースリースリースリース取引関係取引関係取引関係取引関係))))    

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 
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((((有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係))))    

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 

 

    ((((１１１１株当株当株当株当たりたりたりたり情報情報情報情報))))    
 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

１株当たり純資産額 872.00円 864.65円 883.49円 

１株当たり中間(当期)純利益 

又は中間純損失(△) 
0.32円 △9.23円 11.92円 

 潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、

潜在株式がないため記載

しておりません。 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、

潜在株式がないため記載

しておりません。 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、

潜在株式がないため記載

しておりません。 

 

 

(注) １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失の算定上の基礎 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年７月１日 
至 平成18年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年７月１日 
至 平成19年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日) 

中間損益計算書上の中間(当
期)純利益又は中間純損失(△) 

(千円) 7,795 △222,933 287,909 

普通株式に係る中間(当期) 
純利益又は中間純損失(△) 

(千円) 7,795 △222,933 287,909 

普通株主に帰属しない金額 (千円) － － － 

普通株式の期中平均株式数 (株) 24,162,320 24,158,609 24,162,154 

 

 

【その他】 

① 当上半期後の状況 

特記すべき事項はありません。 

 

② 訴訟 

特記すべき事項はありません。 

 

③ 中間配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 


